
　誰もが公平に良質な教育を受けられ、それぞれの使命
と才能を大きく開花できる社会にしなければなりません。
私自身、奨学金で大学を卒業した経験から、旧日本育英会
の奨学金制度の抜本改革を実施し、奨学生は10年間で
約３倍の120万人を超えました。
　また、海外留学を督励しながら、全国小中学校の「ス
クール・ニューディール」を提案し、総事業
費１兆円で教育環境の充実（パソコン・電
子黒板の導入、校庭の芝生化、太陽光パ
ネル設置や耐震化、冷房化等々）に着手
しました。（残念ながら、これも事業仕訳
で大幅に削減されてしまいましたが・・・）
　
　これまで、教科書無償配布や児童手当
の創設を実現してきた「子育て支援」の
老舗政党・公明党として、女性が、働きながら子育てできる
社会づくりを目指し、①子育てにかかる過重な経済負担
の軽減化、②保育所待機児童ゼロの推進、③子育てを終
了した女性が職場復帰できる環境づくりを整え、女性の
ワークライフ・バランスを応援します。

　団塊世代の方々が70歳以上になられる2020年までに、
介護施設の整備を進める一方、在宅医療・介護システムを
確立することが重要です。
　そして、それにはどれだけのコストがかかるのかを明示
する一方、消費税を社会保障目的税とし、所得税の累進
税率を変更する税制の抜本改革を決断しなければなりま
せん。
　政権交代以来、国の税収額より多額の赤字国債の発行
とバラマキ政策を続ける民主党政権は、財政赤字のタレ
流し・将来世代へツケ回しの亡国政権であります。

　私は政治家の一人として、どんな困難があろうとも、今
こそ「国益」最優先で、ブレずに『衰退から再生へ』の舵
取りを行ない、先輩世代が築かれた世界に誇る我が国社
会を守り、発展させ、後世に継承しなければならないと決
意しています。
　今後とも、ご指導のほど宜しくお願いします。


